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「ケアハウス老施連」の契約者（以下「契約者」という。）及び契約者の身元引受人は、社会福祉法人神戸市老人福祉施設連盟ケアハウス老施連（以下「事業者」という。）との間において、「ケアハウス老施連」の入居及び利用（特定施設入居者生活介護）に関し、次のとおり契約を締結する。
「ケアハウス老施連」入居契約
第一章　　　入居契約総則
第　１条　（入居契約の目的）
　事業者は、契約者に対し、国の定める「軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準」並びに事業者が定める「管理規程」に従い、心身ともに明るい生活を送ることができるよう、この施設を利用し、この契約に定める各種サービスを提供する。また、契約者は、事業者に対し、信義を守り誠実にこの契約を履行する。
第二章　　施設管理・利用

第　２条　（施設の管理、運営）
事業者は、必要な職員を配置して、契約者の日常生活に必要な諸業務を行い、建物及び付帯設備の維持管理を行うものとする。
　第　３条　（順守義務）
　　　１　契約者は、事業者に誠意をもって、この契約に定める事項を履行すると共に、事業者が定める管理規程その他諸規程及び事業者が指示する事項を順守するものとする。
２　事業者が、前項の管理規程を改変する場合は、事前に予め第４条で定める運営懇談会で意見を求めるものとする。
　第　４条　（運営懇談会）
　　　　　事業者は、この契約の履行に伴って生ずる諸種の問題に関し、契約者との意見交換の場として、別に定める運営懇談会を設置するものとする。
　第　５条　（管理規程）
事業者は、この契約書に付随して管理規程を定めるものとし、事業者・契約者共にこれを順守するものとする。

　第　６条　（入居保証金）　　　（※保証金有りの場合）
　　　１　契約者は、この契約の締結後保証金として○○○┅┅円を事業者に預けるものとする。

　　　２　保証金は、この契約終了時に利用料未納金及び居室修繕費用等のある場合は、精算の上、返金を行う。
　第　７条　（施設の利用及び利用制限）
　　　１　契約者は、第３１条（契約者の解除権）に基づく契約解除がない限り、この契約に定める専用居室（以下「居室」という。）及び事業者が共用のために設置した設備（以下「共用設備」という。）を利用できるものとする。
　　　２　契約者は、その居室を契約者の居住以外の目的に使用してはならない。
第三章　　サービス利用

　第　８条　（各種サービス）
　　　　　事業者は、契約者に対し、以下のサービスを提供するものとする。提供の方法については、別途管理規程において定める。
　　　　(1)　各種生活相談及び助言

　　　　(2)　食事の提供

　　　　(3)　入浴
　　　　(4)　健康の保持
　　　　(5)　居宅サービス等の利用関し連絡等の便宜を図ること

　　　　(6)　その他国が定める「軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準」に基づいて必要とされるサービス
　第　９条　（その他のサービス利用料）

　　　　　契約者が、前条のサービスを受けるにあたって契約者の選択又は希望に基づく費用は、契約者が実費費用の負担を行う。
「ケアハウス老施連」利用契約（特定施設及び介護予防特定施設サービス）
第四章　　　利用契約総則
第１０条（利用契約の目的）
１　事業者は、契約者に対し、介護保険法等関係法令及びこの契約書に従い、指定を受けた当該事業所において入浴、排泄、食事等の介護その他日常生活の世話、機能訓練及び療養上の世話を行うことにより、契約者の能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう各種サービスの提供を行う。
　　　２　事業者は、サービス提供にあたっては、契約者の要支援及び要介護状態区分及び契約者の介護保険被保険者証に記載された介護認定審査会意見に従って、契約者に対しサービスを提供する。
      ３　契約者は介護保険法の定める通り、要介護状態になっても進んで保健医療サービス及び福祉サービスを利用してその能力の維持向上に努めなければならない。
　　　４　契約者は、事業者からサービスの提供を受けたときは、事業者に対し定められた利用料自己負担分を支払う。（※尚、サービスの内容及び利用料を説明し同意を得ることとする。）
第五章　　　サービス提供

第１１条　（契約期間）
　　　１　この利用契約の契約期間は、要介護認定を受けている者が入居し利用開始となった日又は要介護認定有効期間開始日から利用終了日（施設を退去する日又は要介護認定有効期間満了日）までとする。なお、要介護認定が更新された場合は、更新後の要介護認定有効期間満了日までとする。

　　　２　契約者が、一旦要介護認定の対象外となっていた者が、改めて要介護認定の申請を行い、要介護認定を受けた場合は、有効期間の開始日でもって契約期間のご利用開始日として、契約を再開しているものとみなす。

　　　３　契約者は、契約期間を明確にするため、さらには要介護認定区分に応じた介護を受けるため、市町村から要介護認定証が送付された場合には、直ちに事業者に提示を行う。

　　　４　事業者は、契約者から更新拒絶の意思が表示された場合は、他の事業者を紹介するなど必要な措置を行う。
　第１２条　（特定施設及び介護予防特定施設サービス計画の作成・変更）
　　　１　事業者は、契約者から要介護認定証の提示を受けるとともに、介護支援専門員に特定施設及び介護予防特定施設サービス計画を作成する業務を担当させ（以下「計画作成担当者」という。）、計画作成担当者が本条項に定める職務を、誠意を持って遂行するよう責任を持って指導・監督する。
　　　２　計画作成担当者は、要介護認定証にもとづき特定施設及び介護予防特定施設サービス計画原案を作成し、また、同計画を変更した場合には、契約者に対し内容を説明し、その同意を得る。

３　契約者は、計画作成担当者に対し、いつでも特定施設及び介護予防特定施設サービス計画の内容を変更するよう申し出ることができる。この場合、計画作成担当者は、明らかに変更の必要がないとき及び契約者の不利益となる場合を除き、契約者の希望に沿うように特定施設及び介護予防特定施設サービス計画の変更を行う。
　　　４　計画作成担当者は、特定施設及び介護予防特定施設サービス計画作成後、６カ月に１回もしくは計画の変更が必要と判断した時は、契約者に対しその内容を説明し、その同意を得る。
第１３条　（介護サービスの内容及びその提供）
　　　１　事業者は、前条より作成される特定施設及び介護予防特定施設サービス計画にもとづき各種サービスを提供する。施設の概要、従事者勤務体制は「重要事項説明書」のとおりとする。

　　　(＊２　事業者は、上乗せ介護職員配置サービスの提供を行う。) ※上乗せ介護費用取る場合
　第１４条　（介護保険の適用を受けないサービスの説明）
　　　　　事業者は、その提供するサービスのうち、介護保険の適用を受けないものがある場合には、契約者に対し特にそのサービスの内容及び利用料を説明し、その同意を得る。
　
　
第六章　　　サービスの利用と料金の支払い
　第１５条　（サービス料金の支払い）
　　　１　事業者は、契約者が支払うべき介護保険給付サービスに要した費用について、契約者が介護サービス費として市町村から給付を受ける額（以下「介護保険給付額」という。）の限度において、契約者に代わって市町村から支払いを受ける。
　　　２　契約者は、要介護度に応じて第１３条に定めるサービスを受け、重要事項説明書に定める所定の料金体系に基づいたサービス利用料金から、介護保険給付額を除いた金額（自己負担分：通常はサービス料金の一割）を事業者に支払う。但し、契約者がいまだ介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金を一旦支払う。

　　　３　契約者はサービスの提供において必要となるおむつ代等、諸費用実費を事業者に支払うものとする。

｢入居・利用契約｣　共通
第七章　　　利用料金
第１６条　（施設利用料等）
　　　１　施設利用料については、事業者は国の定める基準に従って、サービスの提供に要する費用、生活費、居住に要する費用を合算した額を個別に算定して、契約者に月単位で請求する。

　①　サービスの提供に要する費用　　自立の場合　　　　　　　○○，○○○円

　　　　　　　　　　　　　　　　　要支援及び要介護の場合　　○○，○○○円

　②　生活費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○，○○○円

　③　居住に要する費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○，○○○円

　　　２　前項の他、契約者は契約者の居室の光熱水費代を使用量に応じて支払う。

　　　３　利用開始日又は契約終了日が月の途中の場合は、第１項の費用は日額積算により算出を行う。但し、外泊・入院等による不在期間の日割り計算は行わない。※施設ごとに設定
　第１７条　（利用料金の支払い）

　　　　　事業者は、第９条、第１５条、第１６条に定める利用料金を１カ月毎に計算し、翌月の○○日までに契約者に請求を行う。契約者は、事業者の請求にもとづき当月の○○日までに支払うものとする。
　第１８条　（利用料金の変更）
　　　１　第１５条第１項及び第２項に定めるサービスの利用料金について、介護給付費体系の変更があった場合、事業者は当該サービス利用料金を変更することができる。
　　　２　第１５条第３項及び第４項に定めるサービス利用料金については、経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、事業者は契約者に対して、変更を行う○○月前までに説明した上で、当該サービス利用料金を相当な額に変更することができる。
　　　３　契約者は、前項の変更に同意することができない場合には、本契約を解約することができる。
第１９条　（サービスの提供に要する費用の減免）

　　　１　国が定める基準により、契約者はその所得に応じて第１６条第１項①のサービスの提供に要する費用について減免を受けることができる。

　　　２　契約者は、契約締結時及び毎年６月３０日までに利用料認定に要する次の書類を事業者に提出するものとする。但し、契約者が、前項による減免を受けようとする場合には、必要経費の認定に要する書類（医療費の領収書、社会保険料等）を合わせて提出しなければならない。

　　　　　①　前年の収入を証明できるもの

　　　　　②　その他事業者が指定する書類(年金支払い通知など)
第八章　　　事業者の義務
　第２０条　（事業者及びサービス従事者の義務）
　　　１　事業者及びサービス従事者は、サービスの提供にあたって、契約者の生命、身体、財産の安全確保に配慮する。

２　事業者及びサービスの従事者は、契約者又はその他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急でやむを得ない場合を除き、身体的拘束その他契約者の行動を制限する行為を行わない。

　　　３　事業者は、非常災害に関する具体計画を策定するとともに、災害に備えるため契約者及びサービス従事者に対して定期的に避難・救出その他必要な訓練を行う。
第２１条　（守秘義務等）
　　　１　事業者及びサービス従事者は、正当な理由がない限り、契約者に対するサービスの提供にあたって知り得た契約者又は契約者の身元引受人の秘密を漏らさない。
　　　２　事業者は、サービス従事者が退職後、在職中に知り得た契約者又は契約者の身元引受人の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講ずる。
　　　３　事業者は、契約者と契約者の身元引受人の個人情報が、サービス担当者会議等において必要な場合は契約者又は契約者の身元引受人と同意書を交わすことにより、その同意を得るものとする。
第２２条　（健康管理等）

　　　１　事業者は、契約者の体調・健康状態からみて必要な場合には、契約者からの聴取・確認の上でサービスの提供を行う。
　　　２　事業者は、サービス提供時において、契約者の病状の急変が生じた場合或いは事故その他必要な場合は速やかに契約者の身元引受人又は家族に連絡するとともに、主治医又はあらかじめ定めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講ずる。
第２３条　（記録の整備）
　　　１　事業者は、サービスの提供に関する記録の整備をするとともに、これをこの契約終了後５年間保管を行う。
　　　２　事業者は契約者に対し、事業者が定める実費相当額の支払いを受けることで、いつでも保管する契約者に関する記録の閲覧、複写物の交付を行う。但し、事業者は閲覧場所、時間、複写物の交付日時を指定することができる。
第九章　　契約者の義務
第２４条　(契約者の施設利用上の注意義務等)
１　契約者は、専用居室を契約者の居室以外の目的に使用することは出来ない。

２　契約者は、共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用する。

３　契約者は、居室を原状のまま使用する。但し、事業者の承認を得た場合は退去時に原状に復することを条件として、居室の模様替えを行うことが出来る。この場合の模様替え、その他契約者の希望による補修、改修の費用は契約者の負担とする。

４　契約者は、本契約を終了するに伴い居室を明け渡すときは、前項による原状回復、居室及び備品等を故意または過失により著しく破損又は損失した場合は修理若しくは取替えに必要な費用負担を行う。

５　事業者が、サービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められる場合には、契約者の居室内に立ち入り、必要な措置をとることを契約者は承認する。但し、その場合、事業者は契約者のプライバシー等の保護について、十分な配慮をする。

６　契約者の心身の状況などにより、 特段の配慮が必要な場合には、契約者及びその家族等と事業者の協議により、居室又は共用施設、設備の利用方法等を決定する。
７　自立の契約者が、明らかに要介護要支援状態になった場合、事業者から要介護認定を受けるよう
指摘がされた場合は１か月以内に申請を行うよう努めなければならない。
　　　　　　　　　　　　
第２５条　(契約者の禁止行為)
契約者は、ケアハウス内で次の各号に該当する行為を行ってはならない。
①　敷地内での喫煙。　　
②　契約者が、専用居室において動物を飼育すること。

③　サービス従事者又は他の入居者に対し、宗教活動、政治活動、営利活動などを行うこと。

④　「入居ご案内」その他において事業者が定めた以外の物の持ち込み。

⑤　その他の騒音、迷惑行為。

第十章　　　損害賠償（事業者の義務違反）
　第２６条　（損害賠償責任）
　　　１　事業者は、本契約に基づくサービスの実施に伴って、自己の責に帰すべき事由により契約者に生じた損害について賠償する責任を負う。第２１条に定める守秘義務に違反した場合も同様とする。
　　　　　但し、契約者に故意又は過失が認められる場合には、契約者の置かれた心身の状況を考慮して相当と認められる時に限り、損害賠償額を減じることができる。
　　　２　事業者は、前項の損害賠償責任を速やかに履行する。
　第２７条 （損害賠償がなされない場合）
　　　　　事業者は、本契約に基づくサービスの実施に伴って、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負わない。とりわけ以下の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れる。
　　　　　①　契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことに起因して損害が発生した場合。
　　　　  ②　契約者が、サービス実施にあたって必要な項目に関する聴取・確認に対して故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことに起因して損害が発生した場合。
　　　  　③　契約者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由に起因して損害が発生した場合。
　　　　  ④　契約者が、事業者もしくはサービスの従事者の指示・依頼に反して行った行為に起因して損害が生じた場合。

　第２８条　（天災地変時のサービス提供義務）
　　　　　　事業者は、本契約有効期間中、地震・津波・風水害などの天災及びその他自己の責任に帰すべからざる事由によりサービス提供ができなくなった場合には、契約者に対して当該のサービス提供すべき義務は負わない。
第十一章　　　契約の終了　
第２９条（契約の終了）
　　　　　 次の各号のいずれかに該当する場合には、この契約は終了する。
　　　　　　①　契約者が死亡した場合
②　事業者が破産した場合又はやむを得ない事由によりケアハウスを閉鎖した場合

③　施設の滅失や重大な毀損により、 サービスの提供が不可能になった場合

④　ケアハウスが介護保険法にかかる指定等を取り消された場合又は指定を辞退した場合
⑤　第１８条３項又は第３０条、第３１条にもとづきこの契約が解約または解除された場合
　第３０条（契約者の解除権）
　　　１　契約者は、事業者に対し、いつでもこの契約の解約を申し入れることができる。解約は、○○日以上の予告期間をもって解約通知届を提出するものとし、予告期間満了日に契約は解除となる。
　なお、契約者が、契約解除予告手続きを行わず退去した場合は、事業者が退去を知った日から○

○日間は契約が継続していたものとし、事業者は利用料等の請求を行う。　
　　　２　契約者は、事業者が次の事由に該当した場合には、直ちにこの契約を解除することができる。
　　　　　①　事業者が、正当な理由なくサービスを提供しない場合
　　　　　②　事業者が、守秘義務に違反した場合
　　　　　③　事業者が、破産等の事情により、事業の継続見通しが困難となった場合
　　　　　④　その他、介護保険法等関連法令及びこの契約等に定める事項に著しく違反した場合
第３１条（事業者の解除権）
　　　１　事業者は、契約者が故意に法令違反その他著しく常識を逸脱する行為をなし、事業者の再三の申し入れにもかかわらず改善の見込みがなくサービス利用契約の目的を達することが著しく困難となったときは、文書により、○○日以上の予告期間をもってこの契約を解除する。
　　　　　①　契約者が、契約締結時及びその後の申請手続きにおいて、虚偽の記載及び申告を行った場合

②　契約者による利用料金等の支払いが、催告にもかかわらず３ヶ月以上遅延した場合
③　契約者の行動が、他の入居者又はサービス従事者の生命、身体、健康に重大な影響を及ぼす恐れがある場合、又は、共同生活の秩序を著しく乱した場合、及び事業者の社会的信用を失墜させた場合
④　契約者が、事業者の承認を得ないで施設の建物や附帯設備等の造作・模様替えを行い、かつ事業者からの求めにもかかわらず原状回復をしない場合
⑤　契約者またはその家族が、事業所またはそのサービス従事者に対して、本契約を継続し難いほどの背信行為を行ったとき。

⑥　契約者が、連続して３ヶ月を越えて施設を不在にした場合及び病院又は診療所に入院すると見込まれる場合、若しくは入院して３ヶ月を越えた場合。
⑦　契約者が第２４条（契約者の施設利用上の注意義務等）の注意義務等に反し、事業者の催告に応じなかった場合
⑧　契約者が第２５条(契約者の禁止行為)の行為を行った場合

２　本条にもとづき、本契約が終了したときは、契約者は直ちにその居室を明け渡さなければならない。
３　本条の規定による契約の終了後、退去までに事業者が契約者に対して発生した諸費用ついては、全額契約者の負担とする。
第３２条（契約の終了に伴う援助）
事業者は、本契約が終了し、契約者がケアハウスを退去する場合、前条の場合を除き契約者の希望により、契約者の心身の状況、置かれている環境などを勘案し、円滑な退去のために必要な以下の援助を契約者に対し速やかに行う。

①　病院若しくは診療所又は介護老人保健施設などの紹介

②　居宅介護支援事業所の紹介

③　その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介
第３３条（契約者の入院に係る取り扱い）
１　契約者が、病院または診療所に入院した場合、３ヶ月以内に本施設での生活が可能な状態で退院した場合には再び入居できるものとする。
２　契約者は、契約者が病院または診療所に入院した場合であっても、入院した翌日以降の所定の介護費を除き、生活費（食費相当分は除く）・居住に要する費用・サービスに要する費用・上乗せ介護費等のサービス料を事業者に支払う。
３　事業者は、契約者が病院または診療所に入院した場合、入院期間が３ヶ月以内であっても入院先の医師によって再度ケアハウスで生活することが不可能な病状であると判断した場合は、３ヶ月を待たずしてこの契約を解除することができる。

４　身元引受人または契約者の家族は、契約者が病院または診療所に入院した場合、病院または診療所の医師と綿密な連携を図るとともに、都度事業者に報告を行わなければならない。
第十二章　　居室明け渡し等
第３４条　(居室の明け渡し、精算)
１　契約者は、第２９条、第３０条又は第３１条により本契約が終了した場合、すでに実施されたサービスに対する利用料金支払い義務及び第２４条第４項(原状回復の義務)その他の条項に基づく義務を履行した上で居室を明け渡すものとする。その場合において、債務がある場合には、事業者は保証金からその額を差し引くものとする。但し、返還金が無い場合は、契約者又は身元引受人が別途負担し、原則として居室明け渡しまでに精算を行う。
２　契約者は、 契約終了日までに居室を明け渡さない場合又は前項の義務を履行しない場合には、本来の契約終了日の翌日から現実に居室が明け渡された日までの期間に係る所定の料金(重要事項説明書に定める) を事業者に対し支払う。ただし、この場合、第１９条の事務費の減免適用は行われない。
第３５条（残置物の引取等）　　　　　　　　　　　　　　
１　契約者は、本契約が終了した後、利用者の残置物（高価物を除く）がある場合に備えて、その
残置物の引き取り人、（以下「残置物引取人」という）を定めることができる。

　　　 ２　前項の場合、事業者は、本契約が終了した後、契約者又は残置物引取人にその旨連絡する。
　　 　３  契約者又は残置物引取人は、前項の連絡を受けた後３日以内に残置物を引き取る。

　　    　 但し、契約者又は残置物引取人は、特段の事情がある場合には、前項の連絡を受けた後、速や
かに事業者にその旨を連絡する。

　４　事業者は、前項但し書の場合を除いて、契約者又は残置物引取人が引き取りに必要な相当な期
間が過ぎても残置物を引き取る義務を履行しない場合には、当該残置物を契約者又は残置物引取
人に引き渡す。但し、その引き渡しに係る費用は契約者又は残置物引取人の負担とする。

　　５　事業者は、契約者が残置物引取人を定めない場合には、事業者の費用で契約者の残置物を処分
できる。その費用については、契約者からの預かり金等、事業者の管理下にある金銭がある場合
には、その金銭と相殺できる。

第３６条　(専用居室への立ち入り)

事業者は、保全・衛生・防犯・防火・その他管理上の必要があると認められる場合、契約者の承認を得て、いつでも専用居室内に立ち入り、必要な措置をとることが出来る。但し、緊急の場合及び利用者の処遇・支援に必要な場合は、利用者の承認を得ないで立ち入りが出来る。
第３７条　(居室の変更)

事業者は、契約者に対する介護上の必要が認められる場合、契約者の同意を得て居室を変更することがある。
第３８条　(一時外泊)

契約者は、事業者の同意を得た上で、ケアハウス外で宿泊することができる。この場合、契約者は外泊開始日の２日前までに事業者に届出るものとする。但し、緊急やむを得ない場合の届出はこの限りではない。

第十三章　　　その他
　第３９条（苦情処理・相談）
　　　１　契約者又は契約者の身元引受人は、提供された特定施設及び介護予防特定施設サービスに不満がある場合、別紙「重要事項説明書」記載の苦情申立先に、苦情を申し立てることができる。
　　　　　苦情の申し立てを受けた事業者は、迅速、適切に対処し、サービス向上、改善に努めなければならない。
　　　２　事業者は、契約者が苦情申立を行った場合、これを理由としていかなる不利益な扱いをしてはならない。
第４０条（身元引受人）

　　　１　契約者は、入居に際して、１名以上の身元引受人を定めるものとする。但し、身元引受人を立てることができない相当の理由が認められる場合にはやむを得ないが、身元引受人又は成年後見人が早期に立てられるよう努力を行う。
２　身元引受人は、本契約に基づく契約者の事業者に対する一切の責務・債務につき、契約者と連動して○○○○円を限度としてその履行の責任を負う。

３　身元引受人は、前項の責任の他、次に定める責任を負う。
1 契約者が疾病等により医療機関に入院する場合は、入退院・手術の同意等の手続き、費用精算、入院中の世話、医師との連携などを円滑に遂行すること。
2 本契約が終了した場合は、事業者に協力して契約者の状態に応じた受け入れ先を確保すること。
3 契約者が死亡した場合又はその他の事由で契約が終了した場合は、 速やかに身柄及び残置品等の引き取りなど必要な処置を行うこと。
４　身元引受人が、本契約上の身元引受人としての義務の履行が不可能または著しく支障をきたす事由が生じた場合、契約者は、新たな身元引受人を選定し、事業者に対して書面にて届出するとともに、書面にて変更確認を行う。

５　事業者は、身元引受人が利用料金の変更、特定施設サービス計画の変更等の通知を希望する場合は通知を行う。
第４１条（利用者代理人）

　　１　契約者は、代理人を選任してこの契約を締結させることができ、また、契約に定める権利の行使と義務の履行を代理して行わせることができる。

　　２　契約者の代理人選任に際して必要ある場合は、事業者は成年後見制度や地域福祉権利擁護事業の内容を説明するものとする。

第４２条（専属的合意管轄）
　　　この契約に起因する紛争に関して訴訟の必要が生じたときは、神戸地方裁判所のみを第一審の管轄裁判所とすることに合意する。

第４３条（契約外条項）
　　　　本契約に定めのない事項及び本契約書の条項に関する解釈の疑義が生じた場合は、介護保険法その他諸法令の定めるところを尊重し、契約者又は身元引受人及び事業者の協議により定める。
以上の契約を証するため、本書３通を作成し、契約者、身元引受人、事業者が記名・捺印の上、各１通ずつ所有するものとする。
令和　　年　　　月　　　日
　　（契約者）
　　　私は、この契約書に基づく入居利用開始並びに特定施設入所者生活介護サービス及び介護予防特定施設入所者生活介護サービスの利用開始に同意します。
　　　　　　　住　所：
　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　（代理人）（選任した場合）

　　　　　　　住　所：
　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　（身元引受人）
　　　私は、この契約につき説明を受け、身元引受人の責任について理解し、必要な対応を行うことを約束します。
　　　　　　
　住　所：
　　　　　　
　氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　契約者との続柄：
　　　　　　　電話：
（残置物引き取り人）
　　　私は、この契約につき説明を受け残置物引き取り人の責任について理解し、必要な対応を行うことを約束します。
　　　　　　
　住　所：
　　　　　　
　氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　契約者との続柄：
　　　　　　　電話：
　　（事業者）
　　　私は、居宅サービス事業所として、契約者の申し込みを受諾し、この契約書に定める各種サービスの提供及び契約内容を、誠実に責任をもって行います。
　　　　　　　住　　　所：
　　　　　　　事　業　所：
　　　　　　
　施　設　長：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
個　人　情　報　使　用　同　意　書
　　私（及び私の家族と身元引受人）の個人情報については、下記に記載するところにより必要最小限の範囲内で使用されることに同意します。
記
　　　１，使用する目的
　　　　　　私のサービス計画に沿って、円滑にサービスを提供するために実施されるサービス担当者会議、
　　　　　計画作成担当者と事業者との連絡調整等において必要な場合。
　　　２，使用する期間
　　　　　　令和　　　　年　　　　月　　　　日　から　契約満了日まで
　　　３，条　　件
　　　　　　個人情報の提供は必要最小限とし、提供にあたっては関係者以外の者に漏れることのないよう
　　　　　細心の注意を払うこと。
　　　　令和　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　社会福祉法人○○○○○○
　　　　　　　　　ケアハウス○○○
　　　　　　　　施設長　○○○　○○○　　　様
【契約者】
　住　所：
　氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　印
【代理人】（選任した場合）
　住　所：
　氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　印
【家族代表】
　住　所：

　氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　印
　

【身元引受人】※身元引受人が家族でない場合
住　所：
　氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　印
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